


ヒートアイランドが発生しない
まちづくりに向けて

　日本橋川に空を取り戻す会では日本橋川の上空を覆う首都高速道路の一部区間の地
下化及び川沿いの市街地の低容積率化を含む日本橋地区再生事業（図6参照）が検討
されています。この再生事業の公表資料に基づき建築研究所では日本橋地区の熱環境
状況を数値計算で予測しました。図7は再生事業実施後の日本橋周辺の風分布を示し
ています。日本橋川を遡上する風の流れが再現されました。画面右半分の高架道路を
撤去・地下化した箇所では建物の低容積率化との相乗効果により風速が2m/s以上も
増加して、風通しが著しく改善されています。しかし、風の進路変更に伴い風速が減
少したり、気温が上昇したりするところも一部見られます。このように市街地再開発
による風速、気温の変化は一律に現れるものではなく、ある程度範囲を広げるなどし
て総合的に評価する必要があります。

日本橋地区再生事業に伴う熱環境変化

　東京駅八重洲地区では図4に示すように駅ビルを撤去し八重洲駅前広場を挟んで南
北に超高層のツインタワーを建設し、その間にタワーを結ぶ歩行者デッキを設ける再
開発が計画されています。この再開発計画により、八重洲通りから行幸通りおよび皇
居に向けて連続的なオープンスペースが形成されることになります。建築研究所では
国土技術政策総合研究所と共同でこの再開発事業による周辺温熱環境への影響を数値
計算により再現しました。図5は再開発前後の地上5mにおける風速と気温の変化を
表しています。駅ビルの撤去等により風通しが全般的に改善されており、東京駅の風
下に位置する丸の内地区では1℃近く気温が低下しています。都心地域に設けたオー
プンスペースが景観だけではなく熱環境の改善にも寄与することを示すものです。

東京駅八重洲の再開発と温熱環境

　ヒートアイランド現象は都市スケールで発生する現象です。したがって、都市全
体の気温分布を評価する必要がありますが、実際にそれを実施するのは容易なことで
はありません。東京23区は大体33km四方の広がりを有しており、街路空間を含
めてまんべん無く計算するには膨大な計算量を必要とするからです。建築研究所では
研究プロジェクト「ヒートアイランド緩和に資する都市形態の評価手法の開発」にお
いて、これまで地球温暖化の数値予測等に用いられていたスーパーコンピュータ（地
球シミュレータ）を都市環境問題に初めて適用し、ヒートアイランド現象を詳細かつ
広域に数値解析する技術開発に取り組みました。東京の地形、建物配置、土地被覆を
5m単位で詳細に調べてコンピュータ内に東京の街を仮想的に作成し、上空に風向き
や気圧などの気象条件を与え、交通量や建物の床面積に対応して人工排熱も考慮しま
した。地球シミュレータを用いることにより、東京23区全域に対して50億の計算
格子を設定して解くことが可能になりました。図３は地上2mの気温の計算結果を
示したものです。南から海風が吹いており、風下になるに従い熱が流されて気温が高
くなる様子が分かります。領域右上の臨海部では気温が相対的に低くなっており、都
市空間の詳細な気温の状況を再現することが出来ました。

地球シミュレータによるヒートアイランド解析

　新橋・虎ノ門地区では、環状2号線とその周辺地域を含めた市街地整備
が計画されています（図8）。建物と道路の配置を工夫することにより、都
心の過密地域にオープンスペースを創り出すことが出来、都市環境の改善
に寄与すると期待されています。この地区の気温の状況を数値計算で調べ
てみました。図9(a) は現状、図9(b) は再開発後の地表面付近の気温分布
を表しています。幹線道路の開通に伴い、道路幅員が確保されたため風通
しが改善され、沿道の緑化整備の影響も相まって気温が低下している箇所
が見られます。特に、再開発領域（図9中に枠線で囲んだ部分）の右側に
位置する新橋地区では気温が1～1.5℃低下しています。

環2再開発による都市高温化対策

　現在、東京では21世紀の国際都市として都心再生の機運が高まっています。汐留再開発、東
京駅八重洲再開発など臨海都心部を中心として大規模な再開発計画が進行しています。このよ
うな大きな変貌は本格的なヒートアイランド対策を導入する契機ともなります。建築研究所で
は、都市再開発事業によって都市空間の気温や風などがどのように変化するかを予測する研究
を行っています。

　これらの解析を通して、建物配置の工夫によりヒートアイラ
ンド現象の緩和可能性が示唆されました。地表面被覆の改善や
人工排熱の低減と合わせて都市形態を見直すことが重要なポイ
ントです。そのためには、実測等を重ねてモデル検証を行うと
ともに、ヒートアイランド対策の技術指針作成のためケースス
タディーをもっと蓄積する必要があります。そして、将来的に
は計画事業者や住民の意見も取り入れながら、より有効なヒー
トアイランド対策を実践していくことが望ましいと言えます。

（足永靖信、平野洪賓）
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